
おしえて
ひごまる

グランドデザイン（※3） ・・・ 壮大な図案、設計、着想。長期にわたって遂行される大規模な計画。

マイナ保険証（※1） ・・・・・・・ 医療機関や薬局などで健康保険証として利用できるよう事前登録を済ませたマイナンバーカード。

ショートステイ（※４） ・・・・・・ 保護者の疾病などの事由で、家庭においてこどもの養育が一時的に困難になった場合などに、施設などにおいて一定期間、こ
どもを養育するもの。

インボイス制度（※２） ・・・・・ 買い手が仕入に係る消費税額について仕入税額控除を受けるために、売り手から交付を受けた「適格請求書（インボイス）」の
保存を必要とする制度で、令和5年10月から開始される。買い手はインボイスを入手しなければ仕入税額控除を受けること
ができない。

くまもと市議会だより ● 令和5年（2023年）９月 第47号 3くまもと市議会だより ● 令和5年（2023年）９月 第47号2

一般質問 第２回定例会の主な質問内容は次のとおりです。 スマートフォン等で読み込むことで、インター
ネット中継の録画映像をご覧いただけます。

北川　　哉議員

本市の進学支援金制度への必要
性と、今後の拡充について問う。

進学支援金制度の効果検証を行うとともに、子育
て世代への支援の在り方について、こども局とも
連携を図りながら検討していく。

自治会活動維持についての所見と維持困難になっ
た場合の本市財政や業務への影響について問う。

本市業務への支障や新たな行政コストの発生など
による他の住民サービスへの影響が懸念される。今
後も、持続可能な自治会活動の実現に努める。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

進学支援金など制度拡充を 自治会などの地域コミュニティーの窮状熊
本
自
民

山内　勝志議員

高瀬千鶴子議員

肝炎検査受検者数の推移、市民
への周知、啓発促進など本市の
取り組み状況は。

受検者数は平成27年度をピークに減少傾向。今
後も、市民の皆さまへ肝炎検査の重要性につい
て、あらゆる広報媒体を活用し啓発する。

家庭や学校に居場所のないこどもたちが安心で
きる場所は必要。この事業の内容、スケジュール
感は。

こどもの居場所では、学習支援や食事の提供、課
外活動などを行う。８月開始に向け準備しており、
今年度は課題や成果などを検証する。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

予防できる肝臓がん こどもの居場所支援整備事業の実施に向けて

福祉サービス第三者評価を多くの保育所が受
審するように、助成費用を拡大するとともに制
度の周知を図るべき。

不適切保育是正や未然防止の観点から、さら
に積極的な受審を促していく。費用助成につ
いては他都市の状況を参考に研究していく。

デジタル化には事前相談からアフターフォローまで担
う伴走支援策や、行政と介護関係者を結ぶ情報共有シ
ステムが必要。

介護現場における職員の負担軽減に有
効な手段であると考えることから、先進
事例について調査するなど検討する。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

不適切保育是正のための第三者評価の推進 介護事業所におけるデジタル化の推進

公
明
党

市
民
連
合

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

小佐井賀瑞宜議員

総需要不足を補うため、政府と連動した
財政投資を基軸に経済振興を目指すべ
きと考えるが、具体的な政策を問う。

戦略的な企業誘致やインバウンド対策、経済・観光
などの土台となる交通網整備、賑わいのある中心
市街地の創出などに取り組む。

ワクチン被害やマスク着用での同調圧力など、コ
ロナ禍の課題は看過できない。反省を含む今後の
総括の予定は。

保健・医療提供体制などについて振り返りや検証
を行う。新型コロナワクチン接種についても特例
臨時接種が終了した時点で検証予定。

積極的な財政投資による本市の経済成長策 新型コロナウイルス感染症対策の総括自
民
党

井芹　栄次議員

物価高騰の中、負担の限界を超えた
国保料の引き下げを。マイナ保険証（※1）
はトラブル続出。直ちに撤回を。

保険料収入を増加させることで、保険料の抑制に努
めていく。国に対してマイナ保険証を安心して利用
できる環境整備を求めていく。

小規模事業者にとってインボイス制度（※２）は死活
問題。増税は絶対に許されない。１０月からの導入
は中止を。

インボイス制度の国への中止要請は考えていな
いが、事業者の不安解消のため、制度の周知や経
営相談の対応を継続していく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

高すぎる国保料引き下げ、マイナ保険証の撤回を 小規模事業者いじめのインボイスの中止を共
産
党

木庭　功二議員

学校施設の夜間開放時や休日の部
活動でも、ＡＥＤが必要時に使用でき
るよう、屋外設置を進めるべきでは。

屋外などにおけるＡＥＤの管理などの課題もあるため、
他都市の取り組みや学校の意見も踏まえ、設置場所や
設置方法について研究していく。

一般の避難所での生活が困難な要支援者
が、福祉避難所へ直接避難が可能となる仕
組みを作れないか。

福祉施設管理者などと意見交換を行いなが
ら、より良い避難につながるような仕組みづ
くりについて研究する。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

小中学校におけるＡＥＤの屋外設置を 福祉避難所への直接避難の実現を公
明
党

齊藤　　博議員

経済発展とともに地下水採取量の増
大が見込まれる中、地下水のバランス
を未来に受け継ぐための取り組みは。

かん養量のさらなる増加に向け、熊本県などと連携し白
川中流域などの水田湛水期間や面積の拡大、雨水浸透
施設の設置促進を強化する。

保育所などにおける食物アレルギー安全対策へ
の支援として、新たに保育事業費助成制度を創
設すべきと考える。

国に対し、食物アレルギー対応に係る新たな給
付費加算の追加などを要望するとともに、他指
定都市の取り組みを参考に支援策を研究する。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

地下水涵養に向けた新たな取り組みを 食物アレルギー乳幼児の安全対策に支援を自
民
党

村上　　博議員

ショートステイを推進することで、委託を経
験していない里親のスキル向上や人材発
掘、制度の啓発につながるのでは。

ショートステイは、こどもの成長に良い影響
を与え、里親の養育の質の向上にもつなが
ることから、課題を整理し事業に取り組む。

春日小学校へのエレベータ設置の前倒
しを。こどもたちが、バリアフリーに触れ
る機会にもなる。現在の整備状況は。

春日小学校のエレベータは、校舎建て替え時に整備すること
としており、今後も学校施設のバリアフリー化を計画的に進
めていく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

里親の「ショートステイ（※４）」事業推進 学校施設のバリアフリー化の前倒しを市
民
連
合

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

古川　智子議員

ＡＩデマンドタクシーは収益性、利便性、
公平性、民業圧迫等の課題を整理し、
他の地域へ導入を。

他の地域への導入に向け課題を整理するとともに、地
域の特性や移動ニーズに沿った持続可能な移動手段と
なるよう検討していく。

西環状道路と熊本港耐震強化岸壁が今後10年
程で整備されることを見通し、本市西側に企業誘
致の受け皿を。

幹線道路整備や港機能の強化が企業立地の促進
につながると考える。新たな道路網などを考慮し
た産業ゾーンの位置づけについて検討する。

公共交通空白・不便地域での今後の交通施策 西環状道路と熊本港に対応した企業誘致を自
民
党

落水　清弘議員

耐震基準適合も、学者の意見が二分…、議会
でも5年も結論が出ない状態だ。『住民投
票』で市民へ問うべきでは？

市政における重要な意思決定にあたっては、
基本的には市民の皆さまの代表である市議
会との議論が原則であると考えている。

前期4年間の議会の中でも、職員の不祥事・過失
で市長は度々陳謝されている。倫理観の高揚は
どうするのか？

全ての職員が、誠実かつ公正に職務を遂行でき
るよう、庁内での議論を進めるとともに、服務の
宣誓文などを再認識する機会を設ける。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

庁舎新築か改修か市民へ『住民投票』問うべき 地方自治法89条改正から職員の倫理観を問う自
民
党

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

筑紫るみ子議員

熊本市地下水保全条例の罰則３万円が
適用される地下水の必要量を超えて過
剰な採取となる具体的基準は。

採取の用途や必要量はさまざまであるため基準は
ないが、3万㎥/年を超える採取者には、かん養や節
水の報告義務を課し採取量を公表している。

ゴミ出しルールなど、私たち日本人の誇るべき習
慣を習得して頂くための積極的な取り組みが必要
では。

外国人相談プラザで、日本の習慣やゴミ出しなど
の地域のルールの紹介などを行っており、今後は
よりニーズに適した対応に取り組む。

熊本市地下水保全条例の見直しを 外国からの移住者に対する市の取り組み参
政
党

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

井坂　隆寛議員

地震などで倒壊の危険性がある危険
なブロック塀に対し、撤去などに向けた
市の対応の状況と今後の見通しは。

特に危険性が高いブロック塀のうち所有者の意向
が未確認又は今後改善予定のものについて、個別
訪問や文書送付により早急な改善を促す。

今後の国際化のグランドデザイン（※3）についての
見直し、外国人受け入れ環境の整備や強化につい
て問う。

今年度策定する次期国際戦略において、多文化
共生社会の推進を基本施策の柱に位置付け、外
国人受け入れ体制の強化を図る。

通学路の危険なブロック塀は撤去を 多様性を尊重し、世界につながる熊本市無
所
属
議
員

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

島津　哲也議員

老朽化が進む市営団地では、入居者
から改修の相談や要望が増えている
と思うが、対応状況や新たな制度は。

不具合箇所の改修は今後も速やかに対応。身体的
理由などで入浴困難な方への浅型浴槽改修の募
集を本年6月1日より開始。

公式ＬＩＮＥは市民への情報発信源となっている。
今後のさらなる登録促進に向けた取り組み状況
は。

市ホームページや市政だよりにおける案内バ
ナーやQRコード＊の掲載などに加え、地域の回覧
板を活用したパンフレットによる周知を図る。

市営団地入居者からの相談・要望 熊本市公式ＬＩＮＥのさらなる活用を市
民
連
合

6
月
20
日（
火
）

6
月
21
日（
水
）

6
月
2２
日（
木
）

6
月
2２
日（
木
）

6
月
2３
日（
金
）

6
月
2６
日（
月
）

議案番号・件名

議第101号
議第108号

令和５年度熊本市一般会計補正予算
熊本市税条例の一部改正について

参
政
党

共
産
党

公
明
党

市
民
連
合

熊
本
自
民

自
民
党

議
決
結
果

主な議決結果 各議員の賛否については、熊本市議会ホームページの議員名簿をご覧ください。

無
所
属

議
員

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

×
×

×
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

可決
可決

可決された意見書 市議会では、国会または関係行政庁に意見書を提出することで、議会としての意思を
表明します。第２回定例会では、６件の意見書が可決（内５件が全会一致）されました。

発議第 ７ 号
発議第 ８ 号
発議第 ９ 号
発議第１０号
発議第１１号
発議第１２号

学校給食費無償化の早期実現を求める意見書について

地方消費者行政に対する財政支援（交付金等）の継続・拡充を求める意見書について

再審制度の議論促進を求める意見書について

保育所等保育施設の職員配置基準改善を求める意見書について

義務教育費国庫負担制度拡充に係る意見書について

特別支援学校・学級の教員増員を求める意見書について

※発議第７号～１１号は、
　全会一致で可決されました。

共有

老朽化が進む市営団地では、入居者
から改修の相談や要望が増えている

不具合箇所の改修は今後も速やかに対応。身体的

AI TAXI

住
民
投
票

＊「QRコード」は（株）デンソーウェーブの登録商標です。


